
長崎県 NAGASAKI PREFECTURE

要配慮者利用施設の避難計画について

1. 避難確保計画作成・避難訓練実施の義務化

1

避難確保計画の作成義務化（平成29年改正）

• 浸水想定区域、土砂災害警戒区域、津波災害警戒区域内に位置し、
地域防災計画に定められた施設には、洪水・雨水出水・高潮・土砂
災害・津波に対する避難確保計画を作成し、市町村に報告すること
が義務付けられています。

• また、訓練を実施し、その結果を市町村に報告することが義務付け
られています。

• 水害や土砂災害（がけ崩れ、土石流、地すべり）の被害等が予想
される地区に立地する要配慮者利用施設の管理者等に対して、避
難確保計画の作成が義務付けられた。

出典：国土交通省HP

 長崎県土木部砂防課

令和7年7月 長崎県土木部河川課

避難確保の重要性

平成２８年８月台風１０号 グループホーム楽ん楽んの被害
〇グループホーム楽ん楽んでは、逃げ遅れにより利用者９名が無くなる被害が発生し
ました。

〇施設の職員は、避難準備情報（現在：高齢者等避難）が発令されたことを知ってい
ましたが、避難に時間がかかる高齢者が避難を始めるタイミングとは認識していま
せんでした。

〇施設は普段から避難訓練を実施していましたが、水害は想定していませんでした。
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計画作成義務化後も高齢者施設等で人的被害が発生

令和2年7月豪雨 熊本県球磨村の特別養護老人ホーム「千寿園」の被害

〇施設１階が水没（浸水約3ｍ）し、入所者６５名のうち１４名が死が無くなる被害が

発生
〇施設は、避難計画を作成し訓練を実施していましたが、これまで浸水被害が無かっ
たことから、土砂災害は警戒していたものの、大きな水害が発生することは想定し

ていませんでした。

避難訓練の実施の義務化（令和３年改正）

• 作成した避難確保計画に基づく避難訓練実施の義務化。

→避難報告の義務化、市町村による助言・勧告制度の創設

避難計画の
実効性の確保

出典：国土交通省HP
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2. 各施設が義務を負うまでの流れ

１．県が洪水浸水想定区域・土砂災害警戒区域を公表・指定
（県HPで公表）

（洪水浸水想定区域）

• 現時点で、県内の３６８河川で
指定済み

• 小値賀町を除く２０市町で指定
あり

（小値賀町には二級河川なし）

（土砂災害警戒区域）

・県内２１全市町で指定あり。

・３万７６４０ヵ所の指定（全

国２位の指定数）

• 今後も追加指定を進めていく
予定

２．市町は洪水浸水想定区域・土砂災害警戒区域の区域内
にある要配慮者利用施設を地域防災計画書に記載（施設の
名称、所在地等）→各市町のHPに掲載

３．地域防災計画書に記載された時点で、施設管理者は避難
確保計画作成の義務を負う

４．施設管理者の義務

・避難確保計画の作成（作成後は市町へ報告）

・作成した避難確保計画に基づく避難訓練の実施（実施後は市
町へ報告）

• 対象者は、早急に避難確保計
画の作成へ着手いただき、市
町への提出を

• 提出後は避難訓練を実施

• 適宜見直しやチェックを実施
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3. 関係機関の連携強化について

• 計画作成等にあたってご不明な点があれば、随時ご相談ください。

（相談内容）

・県や市町において各施設を所管している部署

・市町の防災部局←防災情報等について

・県河川課←洪水浸水想定区域等について

・県砂防課←土砂災害警戒区域等について

対象施設だけに避難確保計画作成を任せるのではなく、各関係機関も連
携を図りながら対象施設へのサポートに努めることとしています。

市町

要配慮者利用施設の避難確保計画

市町

要配慮者利用施設の避難確保計画

対象施設数
洪水

作成済み数
洪水

作成済み%
洪水

対象施設数
洪水

作成済み数
洪水

作成済み%
洪水

長崎市 177 116 66% 五島市 2 0 -

長与町 24 20 83% 新上五島町 5 1 20%

時津町 6 6 100% 壱岐市 5 0 -

諫早市 105 81 77% 対馬市 3 3 100%

大村市 80 80 100% 計 778 547 ―

島原市 0 0 - 洪水 70 %

雲仙市 1 1 100%

南島原市 11 11 100%

佐世保市 281 193 69%

佐々町 25 0 -

平戸市 0 0 -

松浦市 17 14 82%

西海市 3 3 100%

東彼杵町 11 11 100%

川棚町 4 4 100%

波佐見町 18 3 18%

4. 洪水に係る要配慮者利用施設の避難確保計画の作成状況

（R7.3.31時点）
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5. 土砂災害警戒区域にかかる要配慮者利用施設の避難確保
計画の作成状況（R7.3.31）

• 各市町において、地域防災計画は更新されています。（年に１度程度）

市町村
地域防災計画に

位置付けられている
施設数

避難確保計画を作成
している
施設数

作成率
（％）

長崎市 348 341 98.0

佐世保市 229 124 54.1

島原市 4 4 100.0

諫早市 40 13 32.5

大村市 20 20 100.0

平戸市 52 47 90.4

松浦市 18 15 83.3

対馬市 38 36 94.7

壱岐市 23 22 95.7

五島市 21 21 100.0

西海市 51 36 70.6

雲仙市 32 32 100.0

南島原市 15 15 100.0

長与町 7 7 100.0

時津町 1 0 0.0

東彼杵町 3 3 100.0

川棚町 0 0 0.0

波佐見町 14 14 100.0

小値賀町 1 1 100.0

佐々町 8 7 87.5

新上五島町 49 0 0.0

合計 974 758 77.8

• 各施設におかれましては、避難確保計画作成の義務を負っているか、必
ずご確認ください。

• 緊急の対応を求められるのは、次の豪雨時かもしれません。

• 「施設では防ぎきれない大洪水は必ず発生する。」ものとして、適時適
切な避難行動が重要視されています。

• 円滑・迅速な避難体制を確保いただくため、対象施設におかれましては
法に基づき適切な対応をお願いいたします。

高齢者等避難が発令
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6. 要配慮者利用施設所有者・管理者の皆さまへ
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【問い合わせ先】

市町地域防災計画・ハザードマップに関すること
施設が所在する市町の防災部局へお問い合わせください。

浸水想定区域・土砂災害警戒区域等に関すること
県の各振興局の管理担当課へお問い合わせください。

法律に関すること・その他全般的内容に関すること
水防法や河川全般について：長崎県土木部河川課 TEL095-823-3280
土砂災害防止法や土砂災害全般について

：長崎県土木部砂防課 TEL095-820-4788
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7. 避難確保計画にかかる各種情報（国土交通省HP）

• 国土交通省のホームページの該当箇所を開く

→ 国土交通省 要配慮者利用施設 で  検索

• URL
https://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouhou/jieisui
bou/bousai-gensai-suibou02.html

• 避難確保計画作成の手引き

• 避難確保計画の作成様式

• 作成事例

など、各種情報の掲載があり
ます。

 このHPについてご不明な点は、
以下へお問い合わせください。

洪水浸水災害について

：県庁河川課

土砂災害について：県庁砂防課

避難確保計画は、作成様式に必要事項を記入することで、作成できる
ようになっています。

 対象施設の皆さまはぜひ一度ご覧ください。
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